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種類
単位

成果指標

％

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標

維持 拡充

指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

ｍ 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

％ 維持 維持

指標 成果指標

％ 維持 維持

指標 成果指標

％ 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10010001 担当課所名 道路管理課

基本事業名 道路等管理事業（土木一般管理事業含む）

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

市道・法定外公共物等を適切に管理するため、適正な道路占用の確保、官民境界の確認、道路台帳の整備等の事務
事業、市道の認定・廃止・変更の事務等その他の財産管理事務を行う。

対　　　象 市道・法定外公共物等の利用者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

市民生活に不可欠な市道・法定外公共物等を適切に管理し、市民生活の利便性向上を図る。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

― ― B

12,550,619 10,145,728 13,968,000 ―

境界確認件数 ― A

7,600,000 7,100,000 8,000,000 156.

道路台帳整備延長 ― A

19,408,400 19,460,100 20,000,000 993,488.

補助件数 ― A

0 348,700 1,000,000 1.

後退用地寄付、無償使用承諾件数 ― A

2,760,000 1,630,000 3,000,000 22.

現年占用料収納率 100. A

0 0 0 99.72

現年占用料収納率 100. A

0 0 0 97.46

事務遂行用物品準備率 100. A

1,196,391 1,076,578 1,931,000 100.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 45,797,000 44,387,000

事　業　費　の　合　計　（円） 43,515,410 39,761,106 47,899,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財 29,219,137 26,654,439 23,204,000
一 般 財 源 14,296,273 13,106,667 24,695,000

業 務 量 8.61人 8.69人
人 件 費 50,678,537 53,342,444
業 務 量 0.00人 0.00人
人 件 費 0 0

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 94,193,947 93,103,550

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

道路台帳整備率（浦山地区除
く）

道路台帳整備延長/
道路総延長-未供用

100. 100. 100. 100.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 - 市道等管理業務 ◎

02 - 官民境界確認業務

03 - 道路台帳整備業務

04 - 私道整備補助事業

05 - 後退用地整備事業

06 - 市道占用等許認可事務

07 - 法定外公共物占用等許認可事務

08 - 一般管理事務

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

317



　◆評価◆

　◆改善提案◆

△

△

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

道路台帳整備事務は道路等の管理を行う上で必要不可欠なものであり、台帳整備を行うことにより道路等の適
切な管理が行える。現状の市道の状況を更新し、迅速かつ正確な情報を提供できるよう道路台帳整備率を指標
とした。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

事務事業の多くが、市道等の財産管理事務であり、道路法・各条例に基づく事務である。市道・法定外公共物等
を適切に管理するためには、これらの事務事業が適正に執行されることが不可欠である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
市道は道路管理者として、法定外公共物は市条例に基づき管理している。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
枝番号01の市道等管理業務において、令和7年度以降も市道内民地の解消に向け積極的に取り組む。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
業務を迅速かつ適切に処理することができるようになり、市民サービスの向上が見込まれる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6861

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

職員のスキルアップのため、トータルステーションを用いた測量や
専門的な研修に積極的に参加し技術や知識を習得する。また、
占用料の過年度分未納対応を行っていく。

職員のスキルアップのため、トータルステーションを用いた測量
や専門的な研修に積極的に参加し技術や知識を習得する。

トータルステーションを用いて実地研修を兼ねた測量を
行った。また専門的な研修への受講促進を行ったが業
務多忙により参加が思うようにいかなかった。

改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

市道内民地の解消に向け取り組む。 市道内民地の解消に向け取り組む。

交渉等により一部改善した。
改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

専門職の後継者の育成に努める。 専門職の後継者の育成に努める。

各種研修会に積極的に参加し専門的知識の向上と技術の習得
に努める予定であったが、業務多忙により研修への参加が思う
ようにいかなかった。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

山中　秀人

Action
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種類
単位

成果指標

円

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10020001 担当課所名 用地課

基本事業名 不用道路敷等処分事務

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

不用な土地を必要に応じて処分し、市道・法定外公共物等を適切に管理する。

対　　　象 不用道路敷に関する市民

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

効率的かつ適正な管理または処分により市民の利便性の向上を図る。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

売払件数 — A

0 0 0 7.

交換件数 - A

0 0 1,000,000 0.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 500,000 500,000

事　業　費　の　合　計　（円） 0 0 1,000,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 0 0 1,000,000

業 務 量 1.20人 1.20人
人 件 費 7,063,211 7,366,045
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 7,063,211 7,366,045

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

不用道路敷等の払下げ金額 1,086,843. — 2,730,233. -

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 不用道路敷等売払事務

02 不用道路敷等交換事務

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

319



　◆評価◆

　◆改善提案◆

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

当該事業は申請者が所有する土地に隣接する法定外公共物を取得して一体利用を目的として申請されるもの
であり、目標値は設定していない。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

事務処理要領に基づき、適切な管理及び公平な処分を行うことがこの事業の目的であるため、不用道路敷等売
払事務、不用道路敷等交換事務は妥当である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
秩父市が所有、管理する法定外公共物（認定外道路、水路）のうち、機能がなく不用と判断したものを処分する
事務であるため、秩父市で実施すべきである。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
適正な事務処理は不用道路敷等の管理費用の軽減につながるとともに、市民からの信頼向上に寄与する。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6863

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

深田　幸男

Action

320
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種類
単位

成果指標

％

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10020002 担当課所名 用地課

基本事業名 道路用地等取得事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

安心して生活できる道路・河川等の社会資本整備に必要な公共用地取得のため、積極的な用地買収交渉と円滑な用
地取得を行い、各事業の推進と促進を図る。

対　　　象 道路等に使用する土地の所有者及びその土地に存在する物件所有者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

計画した道路等の新設、改築を実施できるように道路用地等を取得する。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

委託件数 - A

8,701,630 15,478,900 29,200,000 15.

用地補償件数 31. A

45,200,985 34,241,760 55,305,000 28.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 58,923,000 67,661,000

事　業　費　の　合　計　（円） 53,902,615 49,720,660 84,505,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 53,902,615 49,720,660 84,505,000

業 務 量 3.30人 3.30人
人 件 費 19,423,830 20,256,624
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 73,326,445 69,977,284

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

用地取得率
実績契約件数／予
定契約件数×100

100. 90. 90. 90.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 道路用地等調査事業

02 道路用地等取得事業 　

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

321



　◆評価◆

　◆改善提案◆

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

道路等の新設・改良整備には事業用地の取得が必要不可欠であることから、用地取得率を指標にしたことは妥
当である。指標の算式は実績契約件数／予定契約件数の割合とした。目標値については、本来予算化したすべ
ての件数を取得目標とすべきだが、必ずしも地権者全員が契約に至るとは限らず、予算の状況や過去の実績を
考慮し数値設定をしたものである。地権者との交渉によるため目標値と実績値に差が発生することはやむを得
ないと考えるが、年度により計画路線の状況が異なるため、路線状況に応じた目標値を設定する必要がある。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

用地取得を計画的かつ円滑に進めるためには、道路用地等調査事業、道路用地等取得事業ともに必要な事業
である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
用地事務は、道路・河川等の整備を行う公共事業の用地を取得するために必要な事務であることから、市が主
体となり実施することは適切である。しかし生活道路等の拡幅に要する用地取得は地元住民の協力が不可欠で
あることから、町会等地域の協力を得ながら事業を進めていく必要がある。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
予定期間内の用地取得に努めるとともに、実態に即した登記事務を行うことで、道路等の新設、改築整備を計画的に実施でき、安心して生
活できる道路・河川等の社会資本整備に寄与する。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6863

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

深田　幸男

Action
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種類
単位

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標

維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10020003 担当課所名 用地課

基本事業名 街路用地等取得事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

都市計画道路等の新設・改築に必要な用地取得のため、積極的な用地交渉と円滑な用地取得を行い、街路事業の推
進と促進を図る。中央通線本町中町工区については、電線地中化や歩道整備等を行い、事業がすべて完了した。埼玉
県の規定に基づき、補助金を除いた事業費の20％を負担金として納付している。

対　　　象 都市計画道路等に使用する土地の所有者及びその土地に存在する物件所有者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

計画した都市計画道路等の新設、改築を実施できるように街路用地等を取得する。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

― ― A

28,714,300 31,297,918 16,000,000 ―

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 48,964,000 31,300,000

事　業　費　の　合　計　（円） 28,714,300 31,297,918 16,000,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 28,714,300 31,297,918 16,000,000

業 務 量 0.50人 0.50人
人 件 費 2,943,005 3,069,186
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 31,657,305 34,367,104

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 用地買収事業（中央通線）

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

323



　◆評価◆

　◆改善提案◆

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

中央通線については市街地の中心部分に位置する関連性の高い路線である。本町中町工区については電線地
中化や歩道整備等を行い、事業がすべてが完了した。そのため補助金を除いた事業費の20％を埼玉県の規定
に基づき負担金として納付している。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
都市計画道路については市が整備するものであるが、中央通線は県道で事業規模も大きいことから埼玉県が事
業主体となり、道路改築工事を行っているものである。秩父市としては用地買収や物件補償に関する交渉や事
務手続きなども行っているが、令和６年度事業については電線地中化や歩道整備等の工事のみだったため、補
助金を除いた事業費の20％を埼玉県の規定に基づき負担しているので妥当である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6863

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

深田　幸男

Action

324
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種類
単位

活動指標

%
活動指標

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 活動指標

件 維持 維持

指標 活動指標

基 維持 維持

指標 活動指標

回 維持 維持

指標 活動指標

件 維持 維持

指標 活動指標

件 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10030001 担当課所名 道路維持課

基本事業名 道路維持管理事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

安全な道路環境を創出するため、維持補修工事、道路照明灯等の交通安全施設の設置、除雪作業、災害復旧工事等
を実施する。

対　　　象 市道利用者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

安全かつ快適に通行、利用できるようにする

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

市道の補修作業・補修工事件数 - A

45,182,688 31,988,628 54,503,000 617.

道路照明灯・道路反射鏡の設置 3. A

39,048,761 37,089,685 48,773,000 7.

除雪出動回数 - A

115,476,156 90,717,588 35,597,000 189.

工事箇所数 - A

0 0 1,000 0.

環境整備件数 - A

0 39,461,800 0 3.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 199,906,000 209,122,000

事　業　費　の　合　計　（円） 199,707,605 199,257,701 138,874,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金 5,549,000 4,807,000
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 194,158,605 194,450,701 138,874,000

業 務 量 9.60人 9.83人
人 件 費 56,505,686 60,340,187
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 256,213,291 259,597,888

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

苦情・要望の対応率
対応件数/苦情・要
望件数×100

100. 100. 100. 100.

道路維持課分室作業件数 469. 300. 617. 300.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 ― 道路維持補修事業

02 ― 交通安全施設整備事業

03 ― 除雪対策事業

04 ― 道路橋りょう災害復旧事業

05
全国植樹祭開催事業（令和7年度へ一部繰
越）

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

325



　◆評価◆

　◆改善提案◆

△

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

市道の維持管理は、市民生活に密着したものであり意図は適切である。
分室の作業件数については、市道の維持補修や緊急対応、市民からの要望・苦情に対して直営で作業を行った
実績を設定したものであり適切である。令和6年度も要望苦情に対し100%の対応を行った。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

道路の維持補修や交通安全施設の整備は、市道の維持管理事業として必要不可欠であり、妥当である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
市道の維持管理は、法により道路管理者が行うことと定められているため適切である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
道路維持課分室を継続していくことにより、緊急時や市道の維持補修、住民からの苦情・要望に対して迅速な対応が出来る。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6385

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

引き続き、若手職員に対し技術の継承を行う 若手職員に対し、測量を始めとした技術指導を行う　　

作業の合間をみて、技術指導を行った
改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

事務所を除く車庫、倉庫の老朽化が著しい。災害時においても確
実に対応できるよう、強靭な建屋へ更新。

事務所を除く車庫、倉庫の老朽化が著しい。災害時においても確
実に対応できるよう、強靭な建屋へ更新。

FM推進課の個別施設計画との整合性を図り検討を行っていく

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

宮下　和久

Action
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種類
単位

活動指標

%

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 活動指標

件 維持 維持

指標 活動指標

件 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10030002 担当課所名 道路維持課

基本事業名 道路新設・改良事業（道路維持課）

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

市道の改築、改良（舗装、側溝等）工事を実施し、市内の交通利便性を高くする。
新設事業は、道づくり課の管轄。

対　　　象 市道利用者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

道路環境を整備し、安全かつ快適に通行、利用できるようにする

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

工事箇所 - A

11,736,300 34,350,300 0 3.

工事箇所 6. A

159,696,132 82,050,199 104,000,000 6.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 171,496,000 136,081,000

事　業　費　の　合　計　（円） 171,432,432 116,400,499 104,000,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債 72,500,000 56,600,000
その他特定財
一 般 財 源 98,932,432 59,800,499 104,000,000

業 務 量 2.25人 2.49人
人 件 費 13,243,520 15,284,544
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 184,675,952 131,685,043

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

要望・苦情の対応率
対応件数/要望・苦
情件数×100

100. 100. 100. 100.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 ― 道路改築事業【R7年度に一部繰越】

02 ― 道路改良事業

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

327



　◆評価◆

　◆改善提案◆

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

幹線・その他市道の改築及び改良は、市民生活に密着したものであり、計画路線は市民からの要望・苦情等を
考慮して設定したものであるため、目標値は適切である。令和6年度も要望苦情に対し100%の対応を行った。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

市道の通行は、通行の安全確保や防災面からも必要不可欠であり、妥当である。事業は、市民からの要望・苦
情により実施しているが、自主パトロールをさらに強化して不備による事故を未然に防ぐようにすることが重要で
ある。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
市道の整備は行政の役割であり、適切である。道路維持課及び道づくり課は、市道を整備する役割を担っている
が、道路管理課と密接に連携を図りながら事業を効果的に進めることが必要である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
幹線・その他市道の改築及び改良は、通行の安全確保や防災面からも必要不可欠であり、重要な事業の一つと位置づけられる。また、道
路舗装修繕計画に基づき、計画的に補修工事を行い、コスト削減に努める。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
道路舗装個別施設計画に基づき、計画的に補修工事を行うことにより、限られた予算をより有効に活用できる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6385

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

工事現場における安全管理について、発注者側の安全パトロー
ルを強化、受注者側に対する監督・指導により、現場の安全管理
を徹底する。

工事現場における安全管理について、発注者側の安全パトロー
ルを強化、受注者側に対する監督・指導により、現場の安全管理
を徹底する。

定期的に安全パトロールを実施し、受注者に対して監
督・指導を行った。安全を確保して現場施工を完了でき
た。

改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

宮下　和久

Action

328



5

3

1 59

種類
単位

活動指標

%

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 活動指標

橋 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10030003 担当課所名 道路維持課

基本事業名 橋りょう維持・新設改良事業（道路維持課）

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

市が管理する橋りょうは、老朽化や交通量の増加による損傷など、補修・補強が必要となる橋りょうが年々増加する。
安全かつ円滑な交通を確保するため、橋りょうの維持管理を行う。

対　　　象 橋りょう利用者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

安全かつ快適に通行、利用できるようにする

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

橋りょう維持補修工事数 4. A

76,017,126 275,485,511 221,792,000 4.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 88,827,000 328,015,000

事　業　費　の　合　計　（円） 76,017,126 275,485,511 221,792,000

国 庫 支 出 金 35,257,000 123,383,000
県 支 出 金
地 方 債 25,900,000 99,000,000
その他特定財
一 般 財 源 14,860,126 53,102,511 221,792,000

業 務 量 1.86人 2.27人
人 件 費 10,947,977 13,934,102
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 86,965,103 289,419,613

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

橋りょうの維持補修率
実施橋りょう数/計画
橋りょう数×100

100. 100. 100. 100.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 － 橋りょう維持補修事業【R7年度に一部繰越】 　

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

329



　◆評価◆

　◆改善提案◆

△

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

橋りょうの安全かつ円滑な交通を確保することを目的としており、法定に基づく橋りょうの点検数及び橋梁長寿命
化修繕計画に基づく橋りょう補修事業率を目標値に設定した。計画を確実に実施していくことが重要である。令
和6年度も計画に基づき点検及び補修工事を実施した。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

今後、老朽化した橋りょうが増大することから、計画的な点検及び修繕が必要である。橋りょうの点検は、法定に
基づく事業である。また、従来の事後的な修繕から予防的な修繕へと転換を図ることを目的とした橋梁長寿命化
修繕計画の策定により、橋りょうの維持補修を計画的に実施して、トータルコスト縮減を図ることは妥当である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
市道における橋りょうの維持管理は道路管理者が行うことと定められており、適切である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
今後、計画的に事業を実施していくことで、橋りょうの維持補修のトータルコスト縮減及び安全に通行できるようにする。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6385

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

引き続き、橋長15m未満を含めた橋梁長寿命化修繕計画の更新
を行い、今後実施すべき予防的修繕や架け替えのための更なる
効率的・効果的な修繕計画の策定を行い、コスト削減を図ってい
く。

今後実施すべき予防的修繕や架け替えのための更なる効率的・
効果的な修繕計画の推進を行い、コスト削減を図っていく。

橋梁長寿命化修繕計画（個別施設計画）基づき、コスト
削減を考慮した予防的修繕を行った。 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

3巡目点検1期目の経験を活かし、3巡目2期目点検についても新
技術の活用を検討し効率的な点検を進めていく

2巡目点検の経験を活かし、3巡目点検については新技術の活用
を検討し効率的な点検を進めていく

3巡目点検1期目については予定通り完了した。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

宮下　和久

Action

330



5

3

1 59

種類
単位

活動指標

%

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 活動指標

個所 維持 維持

指標 活動指標

件 維持 維持

指標 活動指標

個所 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10030004 担当課所名 道路維持課

基本事業名 河川維持・補修事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

河川流下の疎外となる土砂草木の除去や浚渫等の河川維持、浸水被害や護岸崩壊の危険個所の河道整備等の河川
整備工事を実施し、災害被害の軽減をすることにより、安心して暮らせる環境づくりをする。

対　　　象 河川周辺地域住民

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

河川災害の被害を軽減し、災害等に対する不安を解消。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

除草作業箇所数 2. A

1,437,908 2,011,038 3,107,000 7.

工事件数 3. A

49,282,060 62,688,276 33,150,000 3.

工事箇所数 - A

25,916,000 33,964,700 1,000 0.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 81,937,000 102,430,000

事　業　費　の　合　計　（円） 76,635,968 98,664,014 36,258,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 76,635,968 98,664,014 36,258,000

業 務 量 1.16人 2.52人
人 件 費 6,738,198 15,468,695
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 83,374,166 114,132,709

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

河川整備工事対応率
実施件数／要望件
数

100. 100. 100. 100.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 ― 河川維持工事事業

02 ― 河川改修工事事業

03 ― 河川災害復旧事業

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

331



　◆評価◆

　◆改善提案◆

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

市が管理する河川の土砂草木の除去の浚渫等の河川維持や河岸崩壊の危険度が高い箇所の河道整備を行う
ことで、住民の安心して暮らせる環境づくりが図られるので、意図は適切である。住民の要望等に対応して設定
したものであり、目標値は適切である。令和6年度も要望苦情に対し100%の対応を行った。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

河川の氾濫被害の軽減を図り、河川近隣の住民が安心して暮らせる環境づくりをするために必要不可欠な事業
のため、妥当である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
準用河川・普通河川の護岸補修等については、河川法により市町村長が管理者となっているため妥当である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
緊急対応体制を適宜検討し更新し整えることにより、土嚢配布のさらなる迅速化・効率化が図れる等、適切な浸水防止対応が期待できる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6385

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

宮下　和久

Action
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種類
単位

成果指標

％
成果指標

％
成果指標

％

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 成果指標

％ 維持 拡充

指標 成果指標

％ 維持 拡充

指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10040001 担当課所名 道づくり課

基本事業名 道路新設・改良事業（道づくり課）

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

幹線道路網や地域道路網の新設・改築、改良（舗装・側溝等）工事を実施し、市内の交通利便性を高くする。

対　　　象 市道利用者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

道路交通網・道路環境を整備し、安全かつ快適に利用できるようにする

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

計画路線の改築進捗率 100. B

198,534,100 212,620,500 161,000,000 100.

計画路線の改良進捗率 100. B

17,791,445 42,924,303 29,999,000 100.

要望件数 6. A

383,000 344,000 389,000 10.

委託・工事件数 26. A

2,304,912 4,994,993 2,868,000 26.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 398,195,000 292,115,000

事　業　費　の　合　計　（円） 219,013,457 260,883,796 194,256,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債 32,000,000
その他特定財 550,000
一 般 財 源 219,013,457 228,333,796 194,256,000

業 務 量 4.20人 4.40人
人 件 費 24,721,238 27,008,832
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 243,734,695 287,892,628

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

要望・苦情の対応率
対応件数/要望・苦
情件数×100

100. 100. 100. 100.

改築工事進捗率
実施延長/計画延長
×100

79. 100. 100. 100.

改良工事進捗率
実施延長/計画延長
×100

100. 100. 100. 100.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 道路改築工事 ◎

02 道路改良工事 ○

03 道路網等整備促進事業

04 道路工事設計等事務費

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

333



　◆評価◆

　◆改善提案◆

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

幹線・その他市道の改築及び改良は、市民生活に密着したものであり、意図は適切である。
計画路線は市民からの要望・苦情等を考慮して設定したものであるため、目標値（対応率100％）は適切である。
改築工事及び改良工事においては、令和6年度から令和7年度への繰越事業もなく、対応率100％という結果と
なった。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

市道の整備は通行の安全確保や防災面からも必要不可欠であり、妥当である。
事業は市民からの要望・苦情により実施しているが、自主パトロールをさらに強化して不備による事故を未然に
防ぐようにすることが重要である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
市道の整備は行政の役割であり、妥当である。
道路維持課及び道づくり課では工事を実施して市道を整備する役割を担っているが、道路管理課と密接に連携
を図りながら事業を効果的に進めることが必要である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
幹線・その他市道の改築及び改良は通行の安全確保や防災面からも不可欠であり、重要な施策の一つとして位置づけられる。国庫補助
事業等を活用することにより、市単独費の軽減に努める。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
現場内での一般交通者の事故等を予防できるため、市民の安全・安心に資する。
計画的整備により、限られた予算を有効に活用できる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6864

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

早期発注に努め、受注業者の施工管理の指導を行う。 早期発注に努め、受注業者の施工管理の指導を行う。

早期発注に努め、受注業者への施工管理の指導を行っ
た。安全パトロールを実施した。 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

長瀨　覚

Action
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種類
単位

成果指標

％

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 成果指標

％ 縮小 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10040002 担当課所名 道づくり課

基本事業名 橋りょう維持・新設改良事業（道づくり課）

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

橋梁定期点検（法定点検）において、判定区分Ⅲ以上（早期措置段階）の判定をされた橋梁において、維持・修繕の措
置では対応が不可能である橋梁について、橋梁改良にて橋梁の健全性を確保するもの。

対　　　象 橋りょう利用者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

安全かつ快適に通行、利用できるようにする

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

年度計画に対する進捗率 100. B

5,572,600 6,651,564 16,085 0.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 6,085,000 20,085,000

事　業　費　の　合　計　（円） 5,572,600 6,651,564 16,085

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 5,572,600 6,651,564 16,085

業 務 量 0.30人 1.10人
人 件 費 1,765,803 6,752,208
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 7,338,403 13,403,772

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

橋梁の改良事業進捗率
年度計画に対する進
捗率

100. 100. 0. 0.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 橋りょう整備事業

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

この事業は、橋りょうの安全かつ円滑な交通を確保することを目的としており、指標は各年度計画に対する進捗
率を目標としたため適切である。令和6年度に実施した無名158号橋は年度内の工事完成ができなかったため、
進捗率0％となった。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

橋りょうの整備は通行の安全確保や防災面からも必要不可欠であり妥当である。
事業は市民からの要望や点検結果に基づくものであり、修繕等による長寿命化を行うものと並行し、計画的に架
け替えや新設を行う事により、利用者の安全かつ円滑な交通確保のため必要な事業である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
市道の整備は行政の役割であり、妥当である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
橋りょう整備は通行の安全確保や防災面からも必要不可欠であり、修繕等の長寿命化を行うものと並行し計画的に行う事により、トータル
コストの削減を行う事ができる。今後、工事を行う際には、補助金等を活用し市単独費の軽減に努める。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
計画的整備により、限られた予算を有効に活用できる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6864

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

長瀨　覚

Action
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種類
単位

活動指標

回
成果指標

％

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 活動指標

回 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10040003 担当課所名 道づくり課

基本事業名 街路事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 道路交通網等の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

都市計画道路について、街路整備事業を行う。

対　　　象 通行車及び地域住民等

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

街路を整備し利用者の利便性の向上及び地域の活性化を図る

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

街路事業促進協議会出席回数 1. A

93,214 107,494 137,000 3.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 137,000 137,000

事　業　費　の　合　計　（円） 93,214 107,494 137,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 93,214 107,494 137,000

業 務 量 0.40人 0.50人
人 件 費 2,354,404 3,069,186
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 2,447,618 3,176,680

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

街路事業促進協議会出席回数 ー 4. 1. 3. 1.

街路の改良進捗率
年度計画に対する進
捗率

100. 100. 100. -

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 街路事業促進協議会連絡調整事業

02

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

この事業は街路整備を推進し、利用者の利便性の向上及び地域の活性化を図るものである。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

街路整備は通行の安全確保や防災面からも必要不可欠であり、妥当である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
街路の整備は行政の役割であり、妥当である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
計画的整備により、限られた予算を有効に活用できる。
現場内での一般交通者の事故等を予防できるため、市民の安全・安心に資する。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6864

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

交差する主要地方道の管理者である秩父県土整備事務所と調整
を密に行い、交差点部（上町工区）の供用を目指す。

交差する県道の管理者である秩父県土整備事務所と調整を密に
行い、早期供用を目指す。
電線共同溝の占用業者と適切な時期に調整に、円滑に事業を推
進する。

円滑に事業を推進し、供用した。
改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

長瀨　覚

Action
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5

3

2 60

種類
単位

成果指標

人
成果指標

％
成果指標

％
成果指標

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 成果指標

件 維持 拡充

指標 成果指標

件 維持 拡充

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10050001 担当課所名 まちづくり公園課

基本事業名 都市計画事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 まちなみ・住環境の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

地域の健全な発展と秩序ある整備を図るために、都市計画制度に基づく決定及び指導を実施する。

対　　　象 行政区域

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

計画的に安心・安全な社会基盤整備を進めるとともに、少子高齢化社会に対応したコンパクト＋ネットワーク社会の形
成、持続可能なまちづくりを進める。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

都市計画情報のオープンデータセット数 8. B

927,399 929,172 1,115,000 9.
市に申請・経由される建築確認等に係る確認・指導 300. B

446,522 449,807 666,000 211.

30,000,000

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 1,623,000 1,817,000

事　業　費　の　合　計　（円） 1,373,921 1,378,979 31,781,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財 46,800 29,800 41,000
一 般 財 源 1,327,121 1,349,179 31,740,000

業 務 量 1.25人 1.09人
人 件 費 7,357,511 6,415,750
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 8,731,432 7,794,729

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

居住誘導区域の人口密度
住民基本台帳人口/
居住誘導区域面積

36.0 37.9 35.3 38.
2040年度40人/ha（目標
値）

都市計画区域の住宅用途の建築確認件数に占める
居住誘導区域の住宅用途の建築確認申請件数の割
合

居住誘導区域内建
築確認件数/総数

56. 49. 51. 51. 2040年度60％（目標値）

災害ハザードエリア内における
建築行為

ハザードエリア内建
築確認件数/総数

5. 9. 11. 7. 2040年度0％（目標値）

埼玉県オープンデータへのデー
タ登録件数

9. 8. 9. 10. 2040年度10件（目標値）

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 都市計画図整備販売事業

02 都市計画決定及び指導事業 ◎

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14
秩父駅東側都市計画事業【令和7年度新規
事業】

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果

の
方

向

性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

△

△

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

基本事業4指標は令和3年に公表した立地適正化計画の目標指標（KPI）のうち都市計画分野に関するもの。行
政評価により単年度評価しつつ、5年ごとに再評価を予定。居住誘導区域内の新規住宅立地割合は目標を上
回ったものの依然として大野原地域での住宅建築が目立つ。ハザードエリア内建築行為は前年より多く、土砂災
害警戒区域、ため池など。浸水はほとんどが河岸浸食（家屋倒壊）、想定最大規模が1件あったのみ。引き続き
災害ハザード情報の周知によりハザードエリアへの住宅新規立地抑制を図る。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

都市計画制度に基づく諸施策を実施する上で必要な事業で構成されている。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
都市計画法に基づく法律上の制限や指導は市が直接的に担うべきものである。
都市計画図販売整備事業については、他の測量実施機関の成果を最大限に活用しつつ地図情報の整備にあ
たる。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
令和3年4月1日より立地適正化計画に基づく届出事務の運用が始まった。また、令和3年度に実施した都市計画基礎調査により、都市計
画区域外の山間地と中心市街地の人口減少及び高齢化がより鮮明になった。今後、立地適正化計画に基づく評価指標をモニタリングしな
がら、他部署と連携してコンパクト＋ネットワーク社会の形成に取り組みたい。
また、合わせて長期未整備都市計画都市計画道路の見直しや事業化など、持続可能なまちづくりに向けた都市計画関連法令の適切な運
用を図りたい。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
都市計画道路の見直しや事業化は、特に沿道の住民に大きな影響を与えることから、説明会やワークショップなどを通じて、住民と連携・
協働のまちづくりを進めたい。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6867

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

過去の都市計画図等のオープンデータ化、都市計画決定図書の
HPでの公表を進める。

過去の都市計画図等のオープンデータ化、都市計画決定図書の
HPでの公表を進める。

都市計画決定図書のHPでの公表は進まなかった。
庁内GIS研修は実施しなかったが、秩父市DX推進計画
オープンデータ推進ワーキンググループにおいて、庁内
におけるQGISの活用に取り組む。

改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

引き続き長尾根トンネルの事業化の動向を見ながら、都市計画
道路の事業化や長期未整備都市計画道路の見直しを進める。
秩父駅東側再開発に向けて測量調査等を実施する。

引き続き長尾根トンネルの事業化の動向を見ながら、都市計画
道路の事業化や長期未整備都市計画道路の見直しを進める。

都市計画道路中央通線上町区間については令和6年3月
に事業化が決定したため、事業完了に向けて県と協力し
ていく。
また、長期未整備都市計画道路の見直しも引き続き検討
していく。

改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

平成20年に地形図（都市計画基図）を作成してから15年経過して
おり、地図情報を更新する必要がある。
人口減少社会に対応した効率的土地利用の実現を図るため、他
課と連携して空き地・空き家対策の実施、所有者不明土地対策
等に努める。また、立地適正化計画に基づく低未利用地権利設
定等促進計画ほか、防災まちづくりに向け、ハザードエリア内から
の集団防災集団移転等について検討を進める。

平成20年に地形図（都市計画基図）を作成してから15年経過しており、地図情報を更新
する必要がある。
人口減少社会に対応した効率的土地利用の実現を図るため、他課と連携して空き地・
空き家対策の実施に努める。また、立地適正化計画に基づく低未利用地権利設定等促
進計画ほか、防災まちづくりに向け、ハザードエリア内からの集団防災集団移転等につ
いて検討を進める。

今後も関係課所と連携し、土地利用やまちづくりに関する政策や
計画策定等について検討する。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

牛木　克輔

Action
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5

3

2 60

種類
単位

成果指標

件
成果指標

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10050002 担当課所名 まちづくり公園課

基本事業名 駅前広場管理事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 まちなみ・住環境の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

秩父駅及び西武秩父駅前広場に整備されたモニュメントの施設管理を行い、駅利用者等に安全に楽しんでもらう。ま
た、主要駅に二輪車（自転車を重点）専用置場を設置し、駅周辺の違法駐輪をなくし、道路交通の円滑化・環境の美化
を図る。

対　　　象 駅の利用者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

駅前広場を安全かつ快適に利用してもらう。また、主要駅周辺の違法駐輪等をなくし、道路交通の円滑化・環境の美化
を図る。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

モニュメント等の施設に起因する場内事故件数 0. A

829,709 554,048 796,000 0.
モニュメント等の施設に起因する場内事故件数 0. A

58,149 47,272 240,000 0.

違法駐輪苦情件数 0. A

2,052,074 2,346,389 2,596,000 0.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 3,360,000 3,478,000

事　業　費　の　合　計　（円） 2,939,932 2,947,709 3,632,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財 31,928 35,574 32,000
一 般 財 源 2,908,004 2,912,135 3,600,000

業 務 量 0.65人 0.60人
人 件 費 3,825,906 3,531,605
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 6,765,838 6,479,314

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

広場施設に起因する事故件数 0. 0. 0. 0.

違法駐輪苦情件数 0. 0. 0. 0.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 秩父駅前広場管理事業

02 西武秩父駅前広場管理事業

03 駐輪場管理事業

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

駅前広場管理事業は駅前広場の良好な環境の確保を目的としており、基本事業指標をモニュメント等の施設に
起因する広場内事故件数としている。また、駐輪場は周辺環境に与える影響もあるため、苦情件数を基本事業
指標としている。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

各事業ともに良好な景観形成の維持を図るために、適正な体制で管理委託を行っている。維持・補修について
も、基本理念に沿って最低限必要な箇所を随時実施している。これまで特に大きなトラブルもなく、基本事業の推
進に寄与している。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
都市機能の充実において、駅前の景観形成は重要視されることもあり、行政が主体となるのが相応しい。それを
踏まえた上で、西武鉄道、秩父鉄道や他団体との連携を密にし、環境整備を行っていくことが必要となる。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
駅前の賑わい創出や利用者の利便性の向上を図る。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6867

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

秩父駅前広場、西武秩父駅前広場ともに、劣化等による修繕必
要箇所があるため、優先順位を考慮しながら段階的に修繕を実
施していく。

秩父駅前広場、西武秩父駅前広場ともに、劣化等による修繕必
要箇所があるため、優先順位を考慮しながら段階的に修繕を実
施していく。

令和6年度は、秩父駅前モニュメントの部品を修繕したこ
とで、以前は業者による手動での水量調節をしていたと
ころを、機械による自動的な水量調節が可能になった。

改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

秩父市都市計画マスタープランに掲げる基本目標の実現に向
け、市の玄関口に相応しい駅前広場の機能強化、公共交通の利
用利便性の維持確保等について、関係者と連携・協議を図りなが
ら各種の施策の研究・検討を進める。

秩父市都市計画マスタープランに掲げる基本目標の実現に向
け、市の玄関口に相応しい駅前広場の機能強化、公共交通の利
用利便性の維持確保等について、関係者と連携・協議を図りな
がら各種の施策の研究・検討を進める。

令和6年度は関係者と連携・推進し、新たな魅力創出を図ること
ができた。引き続き、関係団体と連携しながら駅前広場の環境整
備を推進する。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

牛木　克輔
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種類
単位

成果指標

件
成果指標

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 成果指標

% 維持 維持

指標 成果指標

% 維持 維持

指標 成果指標

% 完了 完了

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10050003 担当課所名 まちづくり公園課

基本事業名 景観形成事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 まちなみ・住環境の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

本市の魅力を支える景観を絶やさず、将来に向けてさらに優れたものとするため、景観計画や屋外広告物の許可事務
等により景観誘導を図る。

対　　　象 市民、事業者等

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

景観に配慮したまちづくりを行えるようにする。また、屋外広告物を適正に管理してもらい、公衆への危害を防止する。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

景観届出・適合証明の申請に対する審査率 100. A

1,000,000 0 1,114,000 100.

屋外広告物許可申請に対する審査率 100. A

187,000 0 4,000 100.

上町まちづくり景観計画の作成 100. D

0 13,068,000 0.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 1,380,000 1,177,000

事　業　費　の　合　計　（円） 1,187,000 0 14,186,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財 712,940 571,020 365,000
一 般 財 源 474,060 ▲ 571,020 13,821,000

業 務 量 0.85人 1.28人
人 件 費 5,003,108 7,534,092
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 6,190,108 7,534,092

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

景観計画に合致していない物件
数

0. 0. 0. 0.

屋外広告物に起因する事故件
数

0. 0. 0. 0.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 景観形成支援事業

02 - 屋外広告物の許可事務

03
上町まちづくり景観計画等作成事業【令和6
年度から令和7年度へ繰越】

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14 　

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

この事業は、建築物等の形態・意匠及び屋外広告物の掲出等をコントロールし、魅力ある景観を創出するもので
ある。そこで、景観の届出及び長期優良住宅に係る適合証明通知、また、屋外広告物掲出申請時での助言・指
導等により計画に合致していない物件をなくすことを目標とし、基本事業指標を計画に合致していない物件数と
した。また、屋外広告物に関しては、倒壊等により公衆に危害を及ぼす危険性があるため、屋外広告物に起因
する事故件数も基本事業指標とした。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

いずれの事務事業も、良好な景観を形成するために必要な事業である。また、令和6年度からの新規事業である
「上町まちづくり景観計画等作成事業」は、上町町会からの都市計画道路中央通線（上町工区）整備の事業化要
望を受け、この街路整備事業（県事業）と併せて、秩父らしい、上町らしい町並みを形成するための「上町まちづ
くり景観計画」及び「上町景観形成重点地区計画」を作成するものである。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
この事業は、良好な景観形成を図るもので、収益があるものではない。本事業は、新築時または改築時等、市民
の生活環境の維持・改善に不可欠なものであり、行政が実施主体となり推進していく必要がある。

新規に実施する事務事業名 事業の概要
上町まちづくり景観計画
等作成事業

都市計画道路中央通線（上町区間）街路事業の実施に向け、「上町まちづくり景観計画」を作成する。

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
令和6年度からの新規事業である「上町まちづくり景観計画等作成事業」は、都市計画道路中央通線（上町工区）の事業認可に合わせて
「上町まちづくり景観計画」を作成するものである。市ではこれまで本町・中町工区が事業化される際にも本町・中町景観形成重点地区計
画を策定しており、同地区と連続する形で町並み形成を図るため、上町においても同様に計画を策定したい。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
良好なまちなみと景観の形成が期待できる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6867

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

景観の届出及び屋外広告物の許可申請窓口、または職員による
パトロール等において、助言・指導の徹底を図る。

景観の届出及び屋外広告物の許可申請窓口、または職員による
パトロール等において、助言・指導の徹底を図る。

令和6年度は、埼玉県の屋外広告物適正化旬間に合わ
せて屋外広告物パトロールを実施した。パトロールでは、
許可期間が長期間切れている屋外広告物の安全性の確
認を行ったが、安全性に問題のある屋外広告物はな
かった。

改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

中央通線上町区間の事業認可に合わせて上町まちづくり景観計
画を策定する。

改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

上町まちづくり景観計画策定後の景観形成支援策の検討を進め
る。

中央通線（県道）拡幅事業完了後も、本町・中町の景観形成支援
事業を継続すべきか検証する。上町区間についても検討が必
要。

中央通線拡幅事業は継続中である。上町区間については令和5
年度、市主催のまちづくりに関する懇談会を2回実施し、方向性
が固まったことから、令和6年度は「上町まちづくり景観計画等作
成事業」を行う。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

牛木　克輔
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種類
単位

成果指標

件
成果指標

人

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 活動指標

日 拡大 拡充

指標 成果指標

人 維持 維持

指標 活動指標

％ 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標 活動指標

箇所 維持 維持

指標 活動指標

日 維持 維持

指標 活動指標

回 維持 維持

指標 成果指標

人 縮小 維持

指標 成果指標

件 完了 完了

指標

完了 完了

指標 成果指標

％ 完了 完了

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10050004 担当課所名 まちづくり公園課

基本事業名 都市公園運営事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 まちなみ・住環境の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

市内に6箇所ある都市公園の維持管理を行う（聖地公園については遊具の点検事業のみ）。なかでも羊山公園と秩父
ミューズパークスポーツの森公園は大型都市公園として市内外から多くの来園者があり、観光振興という観点からも重
要な施設である。既存施設の修繕・更新を進め、魅力的で多くの来園者に喜ばれる安心安全な公園運営に取り組む。

対　　　象 公園来園者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

施設の安全を図り、魅力的な公園づくりをするとともに、施設をより快適に利用してもらう。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

除草・清掃作業実施日数 230. C

29,551,061 30,523,280 51,748,000 215.

入場者数 100,000. A

3,289,419 3,478,304 4,120,000 214,488.

年度内計画の整備・改修率 100. A

151,030 678,480 1,200,000 100.

公園内事故件数 0. A

317,740 317,740 318,000 0.

保守点検箇所数 5. A

27,500 27,500 80,000 5.

除草・清掃作業実施日数 110. A

963,761 972,837 1,104,000 77.

研修会参加回数 3. A

16,400 37,522 31,000 4.

利用者数 110,000. B

19,680,675 133,415,071 84,431,000 106,945.

策定数 1. D

0 28,380,000 0 1.

D

0 4,840,000 0

工事の実施・完了 100. D

2,642,000 0 100

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 74,553,000 223,537,000

事　業　費　の　合　計　（円） 53,997,586 205,312,734 143,032,000

国 庫 支 出 金 38,190,000 51,000,000
県 支 出 金
地 方 債 21,600,000 32,400,000
その他特定財 9,930,309 8,436,025 8,757,000
一 般 財 源 44,067,277 137,086,709 50,875,000

業 務 量 3.33人 3.58人
人 件 費 19,600,410 21,071,912
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 73,597,996 226,384,646

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

管理不備による公園内事故件
数

0. 0. 0. 0.

秩父ミューズパークスポーツの
森公園利用者数

各施設から報告され
た人数の合計

130,599. 110,000. 106,945. 130,000.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 羊山公園管理運営事業

02 羊山公園ふれあい牧場羊飼育事業

03 公園工事・改修事業 ◎

04 都市公園保険加入事務

05 遊具保守点検業務委託

06 大宮児童公園・けやき公園維持管理事業

07 加盟団体調整事務

08
ミューズパークスポーツの森公園管理運営事
業

09
都市公園等長寿命化計画策定事業【令和5
年度から令和6年度へ繰越】

　

10
ミューズパークスポーツの森公園管理運営事
業【令和5年度から令和6年度へ繰越】

11 全国植樹祭開催事業

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

○

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

まちづくり公園課管理の都市公園は聖地公園を除く5か所あり、うち「羊山公園」「秩父ミューズパークスポーツの
森公園」は規模も大きく市外からの来園者も多い。観光誘客を図りつつ、安全・安心な利用環境を整えたい。昨
年まで秩父ミューズパークスポーツの森公園プールの利用者数を指標に設定していたが、復旧見込みが立って
いないため、同公園の各施設利用人数を評価指標とする。令和6年度は植樹祭によりテニスコートなど一部施設
が使用できなかったため昨年より利用者は減少した。復旧は令和7年度秋となる見込み。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

各都市公園を適切に維持管理しつつ活用するための事業構成となっている。利用者の安全性、利便性、快適性
を確保するために、都市公園長寿命化計画（個別施設計画）に基づく施設の修繕・改良を計画的に進めていくと
ともに、市民に喜ばれ観光誘客にも資するような公園づくりを進める。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
都市公園制度は都市公園法に根拠をもち国または自治体設置する公共施設だが、管理運営方法等については
都市公園法5条に基づく設置管理許可制度・P-PFI、指定管理者制度など多様な選択肢がある。
経費節減と多くの利用者に喜ばれる公園づくりが両立する運営方法を研究していきたい。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
令和6年度に策定した公園施設長寿命化計画に基づいて各公園施設の修繕に努めていきたい。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
整備を推進し、施設を維持することにより、住民の集いの場や災害時の避難場所として子どもから高齢者まで誰もが安心して利用できる身
近な公園として更なる利用促進が図れる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6867

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

都市公園台帳の整備を進めるとともに、一般公園を含めた都市
公園の再編に向けた検討を進める。
整備済でありながら供用告示を行っていない都市公園区域につ
いて、法的な手続きを進める。

適切な公園管理をおこなうため、人事異動による転入者を中心に
各種講習会や講演会へ出席し、職員のスキルアップを図る。

埼玉県都市公園整備促進協議会主催の遊具点検講習
会や、必要に応じてその他の講習会へ職員を派遣した。 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

秩父ミューズパークスポーツの森公園はいたるところで老朽化が
進行しており、長寿命化計画に基づくと故障中のプールを除いて
も10年で約40億円更新費用がかかる想定となっている。
民間活力の導入も含めて今後の「在り方」を検討し、コストを抑え
ながらより多くの市民・来訪者に喜ばれる公園づくりを目指した
い。

各公園施設・設備の計画的な更新を進めるため、公園施設の長
寿命化計画を策定する。

令和6年度に公園施設長寿命化計画を策定した。
改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

都市公園長寿命化計画に基づく施設改修・修繕を進める。
計画区域内未供用区域の用地買収を進める。

令和6年度に策定する公園施設の長寿命化計画に基づいて、計
画的な更新・改修を図る。
また、市公園整備計画エリア内の未買収地についての買取相談
が多くなっており、整備計画と合わせた用地買収を計画的に進め
る。

令和6年度は公園施設長寿命化計画に基づく秩父ミューズパー
クスポーツの森公園の第3駐車場の再舗装工事を行った。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

牛木　克輔

Action
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種類
単位

成果指標

人
成果指標

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 活動指標

日 維持 維持

指標 活動指標

箇所 維持 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標 成果指標

％ 維持 維持

指標 成果指標

人 維持 拡充

指標 活動指標

日 維持 維持

指標 成果指標

％ 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10050005 担当課所名 まちづくり公園課

基本事業名 一般公園運営事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 まちなみ・住環境の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

各施設の改修、修繕遊具の点検等を実施し、施設の安全を図り、快適に利用できる魅力的な公園作りを行う。

対　　　象 一般公園・児童公園来園者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

施設の安全を図り、魅力的な公園作りをするとともに施設をより快適に利用してもらう。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

除草・清掃作業実施日数 100. A

1,797,198 1,675,123 2,087,000 105.

保守点検箇所数 40. A

209,000 209,000 420,000 40.

公園内事故件数 0. A

102,790 102,790 103,000 0.

年度内計画の整備・改修率 100. A

183,700 99,000 255,000 34.

公園利用者数 50,000. B

8,572,854 52,203,889 10,463,000 37,278.

除草・清掃作業実施日数 100. A

3,707,486 3,979,178 4,557,000 186.

年度内計画の整備・改修率 100. A

1,739,052 1,229,600 1,317,000 93.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 17,870,000 68,356,000

事　業　費　の　合　計　（円） 16,312,080 59,498,580 19,202,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財 263,005 228,994 261,000
一 般 財 源 16,049,075 59,269,586 18,941,000

業 務 量 1.30人 1.20人
人 件 費 7,651,812 7,063,211
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 23,963,892 66,561,791

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

一般公園（ちちぶキッズパーク）
利用者数

48,205. 50,000. 37,278. 50,000.

児童公園遊具における事故件
数

0. 0. 0. 0.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 児童公園維持管理事業

02 児童公園遊具保守点検業務

03 児童公園保険加入事務

04 児童公園工事・改修事業 　

05 ちちぶキッズパーク維持管理事業 ◎

06 みどりが丘工業団地内公園維持管理事業

07 荒川児童公園維持管理事業

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

○

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

評価指標は事故発生件数とちちぶキッズパークの利用者数としており、事故については0件と目標値を達成した
ものの、キッズパーク利用者数については令和6年12月後半から翌3月にかけ改修工事によって閉園していたた
め減少している。令和7年度については改修効果もあって目標値は達成するものと見込む。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

市民の憩いの場として公園を整備することは、来園者が安全に施設を利用することにつながるため、この事業は
妥当と考える。日常的な集いの場や災害時の避難場所として、また身近な地元の公園として、子どもや高齢者が
安心して利用できる公園を整備していく。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
都市公園同様、市民の憩いの場として魅力のある安全な施設を維持するためにも自治体の関与は妥当である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
ちちぶキッズパークは市内外から多くの人を集める人気施設だが、オープンから15年以上経過し施設改修・更新が必要となっている。都市
公園化など、財源確保のための検討を進めたい。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
身近な公園施設を適切に維持管理することで、安全・安心で快適な利用環境を提供する。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6867

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

一般公園には市が設置し維持管理する公園以外にも、民地内に
遊具を設置し点検のみを行う場合など様々な設置運営形態があ
る。
利用状況を踏まえてあり方を検討し、都市公園として財源を確保
し再整備するもの、廃止するものなどを総合的に検討する。

身近な公園として安心・安全に利用できるよう、地元町会
と連携し適切な維持管理を図る。

地元町会と連携し、適切な維持管理を行い、安心・
安全な公園として利用できる環境を整えた。 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

各公園の遊具について、職員による毎月1回の点検に加え、専門
業者による年1回の保守点検を行い、遊具の管理を行う。故障・
危険箇所が発見された場合、対応を早急に検討し事故を未然に
防ぐ。
児童公園は遊具の更新時期を迎えた施設が多くなったため、利
用状況を精査し撤去を含めて施設更新に取り組む。

各公園の遊具について、職員による毎月1回の点検に加え、専門
業者による年1回の保守点検を行い、遊具の管理を行う。故障・
危険箇所が発見された場合、対応を早急に検討し事故を未然に
防ぐ。
児童公園は遊具の更新時期を迎えた施設が多くなったため、利
用状況を精査し撤去を含めて施設更新に取り組む。職員による毎月の点検と、専門業者による年1回
の点検を実施し、故障・危険箇所の把握・修繕を
実施することができた。

改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

施設(特にちちぶキッズパーク)の維持管理計画を策定し、計画的
に施設の更新を進める。
児童公園は遊具の更新時期を迎えた施設が多くなったため、利
用状況を精査し撤去を含めて施設更新に取り組む。

施設(特にちちぶキッズパーク)の維持管理計画を策定し、
計画的に施設の更新を進める。
児童公園は遊具の更新時期を迎えた施設が多くなったた
め、利用状況を精査し撤去を含めて施設更新に取り組
む。
施設の維持管理計画の策定には至っていない状況である
が、遊具を中心に公園施設・設備の定期的な点検を実施
し、故障・危険箇所の把握・修繕を実施した。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

牛木　克輔
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種類
単位

成果指標

人
成果指標

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 活動指標

日 縮小 維持

指標 成果指標

件 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10050006 担当課所名 まちづくり公園課

基本事業名 芝桜の丘運営事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 まちなみ・住環境の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

芝桜の丘への入園者は平成18年度の102万人をピークに減少傾向にあるものの、毎年数十万人の方にお越しいただ
いている。秩父市を代表する観光スポットである「芝桜の丘」の苗の植え替えや植栽地の土壌改良を行い、安定した芝
桜の開花と育成を図る。

対　　　象 芝桜の丘来園者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

施設の安全を図り、魅力的な公園づくりをして多くの人に訪れてもらう。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

除草清掃作業日数 200. B

19,166,357 22,079,641 27,514,000 172.

芝桜の丘事故件数 0. A

82,933,400 113,172,979 123,587,000 0.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 103,658,000 143,828,000

事　業　費　の　合　計　（円） 102,099,757 135,252,620 151,101,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財 42,067,831 46,815,772 49,501,000
一 般 財 源 60,031,926 88,436,848 101,600,000

業 務 量 2.60人 2.66人
人 件 費 15,303,623 15,656,784
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 117,403,380 150,909,404

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

芝桜まつり入園者数 240,218. 300,000. 270,744. 350,000.

施設の不備による芝桜の丘事
故件数

0. 0. 0. 0.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 芝桜の丘維持管理事業 ◎

02 芝桜対策事業業務委託

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

△

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

令和6年度は対策期間を1週間早めた。パーク＆バスライドは実施しなかったが、特に大きな問題もなく対策期間
を終えることができた。コロナ禍が終息し年々来園者数が増加しコロナ禍以前の水準に近づきつつある。令和8
年度の目標値は350,000人にした。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

来園者に綺麗で安全な施設を利用していただくために整備や対策を行っており、必要な事業の構成となってい
る。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
芝桜の丘は都市公園である羊山公園の一部であり、園内のその他の施設との一体的な管理が必要なため、市
が維持管理を行っているが、芝桜除草ボランティア、芝桜市民ガーデン、こもれびの庭整備など市民との協働も
進んでいる。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
効果的な公園の維持管理を進めることで、綺麗な芝桜を市民に楽しんでいただく。また、人件費や資材の高騰により芝桜まつり対策費用
が増加傾向となっているため、効率的な運営によりコスト縮減を図る。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6867

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

鉄道事業者等やその沿線自治体、芝桜まつり実行委員会構成員
と連携し、積極的な広報活動に取り組みたい。
芝桜除草ボランティア、芝桜市民ガーデン、こもれびの庭整備な
ど市民との協働を広げたい。

積極的な広報や企業活動と連携をし、芝桜ボランティアな
ど市民との協働を広げたい。

令和6年度は芝桜ボランティアの活動を広報できる
イベントがなかったが、今後もボランティアを増や
すために積極的に広報を行っていく。

改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

繁忙期の周辺交通や入場ゲートの混雑に対し、効率的な運営方
法の検討を進めたい。
大型観光バスの利用が少なくなっているため、バス予約サイトの
廃止を含めて検討する。

安定した芝桜の開花を図るため、新たな植栽地の管理方
法を実施、検証をする。

芝桜植栽地内における植替えおよび土壌改良の
面積を増やした。 改善

状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

芝桜の丘エリア周辺の計画区域内未供用地の用地買収を進め、
より多くの市民・観光客に喜ばれる公園整備に取り組みたい。

芝桜の開花時期が早くなっているため、芝桜対策期間に
ついて検討を行う。

令和6年度は、芝桜の開花時期が早くなって、早い時期に
来園者が多く来てしまうため、安全のために対策期間を1
週間早めた。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

牛木　克輔

Action
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種類
単位

成果指標

%
成果指標

件
成果指標

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 活動指標

施設 維持 維持

指標

― 維持 維持

指標 成果指標

件 縮小 維持

指標 活動指標

人 維持 維持

指標

― 維持 維持

指標 活動指標

件 縮小 維持

指標 活動指標

件 縮小 維持

指標 活動指標

件 維持 維持

指標 活動指標

件 縮小 維持

指標 活動指標

件 縮小 維持

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10060001 担当課所名 建築住宅課

基本事業名 建築開発行政事務事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 まちなみ・住環境の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

建築基準法、都市計画法及び関連法規に基づき、各種事務を行う。
法律の改正及び関連新法の制定等により、事務量は増加傾向である。また、業務を行う人材（有資格者、経験者）の継
続的育成及び確保を行うことが必要である。

対　　　象 建築住宅課職員、市内の建築物、道路、及び建築開発に関する各種申請等

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

建築開発行政の適切な推進を図る

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

報告施設数 － A

3,300,000 3,520,000 3,995,000 13.

－ － A

1,100,000 3,740,000 1,353,000 -

補助件数 1. B

0 50,000 50,000 1.

会議参加者数 － A

84,000 100,000 216,000 23.

－ － A

226,845 267,609 305,000 －
処理件数(確認申請、完了検査、位置指定) － B

0 0 0 17.

交付件数 － B

0 0 0 259.

相談記録票作成件数 － A

0 0 0 44.

埼玉県建築動態統計調査件数 － B

0 0 0 169.

申請及び申出件数 － B

0 0 0 17

0

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 5,138,000 8,174,000

事　業　費　の　合　計　（円） 4,710,845 7,677,609 5,919,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金 13,340 13,050
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 4,697,505 7,664,559 5,919,000

業 務 量 4.40人 4.40人
人 件 費 25,898,440 27,008,832
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 30,609,285 34,686,441

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

建築物の完了検査率
完了検査数÷建築
確認件数×100

100. 95. 92. 95.

都市計画法に基づく申請処理
件数

8. 10. 6. 10.

住宅の耐震診断に関する補助
件数

0. 1. 1. 1.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 - 市有建築物及び建築設備定期報告事務事業

02 - 指定道路台帳整備事業

03 住宅耐震診断補助事業 　

04
建築開発に関する協議会及び研修会等参加
事務事業

05 建築開発行政推進事務事業

06 - 建築基準法に基づく事務事業 ◎

07 -
建築計画概要書等の閲覧及び写しの交付事
務事業

08 -
建築開発相談受付、調査、違反是正指導事
務事業

09 - 建築着工統計、調査事務事業

10 -
開発行為許可申請審査及び事前協議申出事
務事業

○

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

△

△

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

指標については、行政の適切な執行状況を表すという意味で妥当である。建築物の完了検査率及び都市計画法に基づく申
請処理件数は目標値を若干下回った。これらについては、工事の進捗や申請状況に大きく影響を受ける指標である。
耐震診断に関する補助件数は、R2年度0件、R3年度0件、R4年度0件、R5年度0件、R6年度1件となっている。継続が必要な
事業であるため、目標件数の1件を達成できるよう制度の周知等の対策が必要である。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

全体的に法に基づく事業と、それの適切な執行を補助するための事業であり妥当といえる。
審査及び検査等に関する事業については、継続的に人材育成を図っていく必要がある。
また、予算措置の必要な事業については、年度毎に内容を精査し、コスト縮減を図っていく必要がある。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
全体的に法に基づく事業と、それの適切な執行を補助するための事業であり、実施主体としての市は妥当といえ
る。
もともと県から権限移譲を受けた事務が大半であるが、住民サービス向上の観点から、市で行うことは妥当とい
える。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
「建築基準法に基づく事務事業」は、限定特定行政庁（建築基準法関係の小規模な建築物（法第6条第１項第４号の建築物）に限り事務を
行う行政機関）として行っている許認可事務の中核となる事業である。また、「開発行為許可申請審査及び事前協議申出事務事業」につい
ても、当課が行う許認可事務の中核となる事業である。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
改善により、当該事業を安定的に継続することができ、市民への一貫した建築開発行政サービスを提供することが可能となる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6869

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

限定特定行政庁としての組織体制を整えるため、有資格者の確
保を視野に入れた組織強化について、引き続き検討していく。

限定特定行政庁としての組織体制を整えるため、有資格者の確
保を視野に入れた組織強化について、引き続き検討していく。

人事当局へ有資格者の採用について要望したが、採用
には至っていない。 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

建築技術系職員の国家資格取得・技術向上のため、各種研修会
への参加を積極的に進めていく。また、既存職員は各種研修へ
積極的に参加しスキルアップに努めていく。

建築技術系職員の国家資格取得・技術向上のため、各種研修会
への参加を積極的に進めていく。また、既存職員は各種研修へ
積極的に参加しスキルアップに努めていく。

研修等への参加については、昨年実績を上回った。
改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

国、県等は建築行政手続きのデジタル化を推進しており、市とし
てもインターネット等を利用した各種申請受付及び各種情報、資
料等の公開により、住民の利便性向上と窓口事務の縮減を同時
に図っていく。

インターネット等を利用した各種情報、資料等の公開により、住
民の利便性向上と窓口事務の縮減を同時に図っていく。

研究段階であり、情報公開には至っていない。実現に向けて検
討する。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

大野　真吾

Action

352
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3
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種類
単位

成果指標

%
活動指標

戸
成果指標

%

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 成果指標

％ 維持 維持

指標 成果指標

％ 維持 維持

指標 活動指標

％ 維持 維持

指標 活動指標

％ 維持 拡充

指標 活動指標

％ 維持 維持

指標 活動指標

件 維持 維持

指標 成果指標

戸 完了 完了

指標 成果指標

戸 維持 拡充

指標 活動指標

件 維持 維持

指標 成果指標

％ 完了 完了

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10060002 担当課所名 建築住宅課

基本事業名 市営住宅管理事業

分　  野 社会基盤

政 策 地域基盤の整備

施 策 まちなみ・住環境の整備 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

令和5年度に改定する「秩父市市営住宅等長寿命化計画」に基づき、住環境を向上させ良質な市営住宅の整備を進
め、老朽化した市営住宅を解体撤去し適正に管理し、生活環境を守る。
市営住宅の家賃徴収事務や空家募集等の入退去管理を適切に行い、悪質な家賃滞納者や団地生活を著しく損なう入
居者に対しては厳しく指導し、必要とあれば法的な手段を用いる。

対　　　象 市営住宅、入居者及び入居希望者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

市営住宅を適正に管理し、入居・退去を支障なく行う。また、市営住宅の改修を行い住環境を整備し、住生活の向上を
図る。老朽市営住宅を解体撤去し、生活環境を守る。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

管理率 100. A

0 0 0 100.

住宅使用料等の収納率（現年） 80. A

2,476,493 3,013,327 3,456,000 98.

退去検査完了率 100. A

0 0 0 100.

公募可能な空家に対する公募した率 100. B

0 0 0 100.

苦情処理割合 100. A

0 0 0 100.

施設の不備による事故発生件数 0. A

27,095,286 29,955,815 30,858,000 0.

改修、解体撤去した市営住宅の戸数 10. D

11,738,848 0 0 9.
改修、解体撤去した市営住宅の戸数 10. B

3,296,685 10,700,852 22,120,000 9.

法的措置（訴訟）件数 0. A

0 0 410,000 0.

策定進捗率 100. D

5,940,000 0 0 100

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 58,010,000 48,288,000

事　業　費　の　合　計　（円） 50,547,312 43,669,994 56,844,000

国 庫 支 出 金 5,703,000 3,405,000 3,408,000
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 44,844,312 40,264,994 53,436,000

業 務 量 2.40人 2.40人
人 件 費 14,126,422 14,732,090
業 務 量 0.84人 0.84人
人 件 費 2,141,141 2,634,650

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 64,673,734 58,402,084

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

市営住宅の入居率
入居住宅数／貸出し
可能住宅数×100

75. 90. 87. 90.

住宅の改修戸数
改修、解体撤去した
市営住宅の戸数

9. 10. 14. 10.

使用料の収納率（現年・過年）
納付額／住宅使用
料×100

85. 80. 86. 90.

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 市営住宅入居者管理事業

02 市営住宅家賃徴収事務

03 市営住宅入居者の退去検査事務

04 市営住宅空家入居者募集事務

05
市営住宅入居者・近隣住民からの苦情処理
事務

06 市営住宅維持管理推進事業

07 7-1
市営住宅改修工事事業（令和4年度から繰
越）

　

08 7-2
市営住宅改修工事事業
（一部令和5年度から繰越あり）

◎

09 市営住宅家賃滞納者法的措置事務

10
市営住宅長寿命化計画策定業務（R5年度の
み）

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性

353



　◆評価◆

　◆改善提案◆

○

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

本事業は市営住宅の入居・退去事務及び修繕・改善を行って適正に管理し、入居者が安全で快適な住生活を営
むことを目的としている。指標の入居率については前年度と同じだが、高齢世帯が多く、死亡及び施設への入所
等により、今後減少傾向となる。住宅の改修については給湯器等を修繕した戸数を示しており、既に１０年以上
経過している物が多く、今後は同時期に故障する可能性が高くなる。使用料の収納率について、過年度収納率
は既に退去している人の所在不明等により低い状態であるが、現年度収納率は高く、目標値を達成している。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

各事務事業は、住宅管理を行う上で必要不可欠な事務であり事務事業の構成は妥当なものと考える。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
市営住宅の維持管理は、公営住宅法を主幹法令として管理運営するものであり、行政（市）が実施主体となるの
が適切と考える。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述
市営住宅改修工事事業は、老朽化した市営住宅を解体・撤去し、維持費の削減・土地の再利用・周辺住民の安全の確保等、住環境の整
備改善のために実施する事業である。今後、耐用年数を超える住宅が増加することに伴い、廃止が必要な住宅も増加していく。令和5年度
に「秩父市市営住宅長寿命化計画」を改定し、維持・廃止にメリハリをつけて管理することが重要であるため、この業務を重点化する事業と
した。

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
耐用年数を経過し老朽化が著しい住宅については、用途廃止とし解体撤去を進め、維持管理の住宅については、修繕・改善を進め優良な
住宅ストック数を増やすことで、メリハリのある住宅管理を行うことができ、住宅維持管理費用の削減が図られ、住宅の入居率の向上が見
込まれる。また、臨宅徴収を実施することで、収納率の上昇が見込まれる。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6869

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

滞納者に対して納付依頼の連絡を随時行う。また、滞納者宅の
訪問（臨宅）を定期的に実施し、滞納額の減少に努める。

滞納者に対して納付依頼の連絡を随時行う。また、滞納者宅の
訪問（臨宅）を定期的に実施し、滞納額の減少に努める。

滞納者に対し、電話催告や臨宅、相談呼び出しなどの対
応を実施し、滞納額の減少に務めた。 改善

状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

令和5年度に「秩父市市営住宅等長寿命化計画」を改定した。こ
の計画に則り計画修繕、及び個別改善事業を実施していく。

本年度「秩父市市営住宅等長寿命化計画」を改定した。この計画
に則り計画修繕、及び個別改善事業を実施していく。

市営井ノ尻住宅（5戸）、市営大畑北住宅（3戸）及び市営
南ヶ丘住宅（3戸）で給湯設備改修工事を実施した。ま
た、市営皆谷原住宅（3戸）で電気温水器改修工事を実
施し、長寿命化を進めた。

改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

令和5年度に「秩父市市営住宅等長寿命化計画」を改定した。こ
の計画に則り計画修繕、及び個別改善事業を実施していく。ま
た、用途廃止の市営住宅については、1棟空家になったら解体撤
去を進めていき、土地については測量を行って管財課へ移管す
る。

引き続き、秩父市営住宅ストック総合活用計画に基づき、市営住
宅の集約および解体撤去・維持管理を進めていく。

市営内出住宅の土地について、測量を実施し、今後の維持管理
について関係部課等と協議していく。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

大野　真吾

Action
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7

1

- -

種類
単位

成果指標

件

　◆基本事業を構成する事務事業の実績◆

コスト 成果
指標 成果指標

人 維持 拡充

指標 活動指標

件 維持 維持

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

指標

(A)
0 0
0 0
0 0
0 0
0 0
0 拡充 エラー エラー
0 (B) 維持 エラー エラー エラー
0 縮小 エラー エラー エラー エラー
0 休廃止 エラー エラー エラー エラー

完了 エラー エラー エラー エラー

0 完了 皆減 縮小 維持 拡大

6 基 本 事 業 評 価 シ ー ト
（ 主 要 な 施 策 の 成 果 報 告 書 ）

基本事業コード 10060003 担当課所名 建築住宅課

基本事業名 営繕事業

分　  野 行財政運営

政 策 行政運営

施 策 （総合支所事業・内部管理・市の裁量の無い事務） 総合振興計画 ページ

基本事業の概要

市有施設を所管する事業課の依頼により、建物の設計等の業務委託の発注及び新築、改築、改修等工事の設計、積
算から監理を行う。

対　　　象 市有施設利用者

意　　　図
(対象をどのようにしたいか)

市有施設の整備を行い、安全で安心な施設の利用を図る。

5年度 評価年度( 6年度) 8年度
過年度実績値 目標値 実績値 目標値

指　　　　　標 目標値(上段) 事務事業評価

事　業　費　(円） 8年度以降の
事業の方向性

研修参加者数 12. B

8,752 6,796 44,000 13.

工事受託件数 - A

1,050,834 1,382,481 1,921,000 45.

（参考）　最　終　予　算　額　（円） 1,885,000 1,965,000

事　業　費　の　合　計　（円） 1,059,586 1,389,277 1,965,000

国 庫 支 出 金
県 支 出 金
地 方 債
その他特定財
一 般 財 源 1,059,586 1,389,277 1,965,000

業 務 量 3.20人 3.20人
人 件 費 18,835,229 19,642,787
業 務 量
人 件 費

事業費合計（人件費込み）　　（円）   (A)+(B) 19,894,815 21,032,064

の

位

置

づ

け

総

合

振

興

計

画

基 本 事 業 指 標 指標の算式 他団体の指標（数値）

営繕工事・設計業務受託件数 40. - 45. -

枝
番
号

事　務　事　業　名
種類 重

点
化実績値(下段)

5年度決算額 6年度決算額 7年度予算額 単位

01 営繕技術者研修事業 　

02 営繕工事・設計業務受託事業

03

04

05

06

07

08

09

10

11

12

13

14

財
源
内
訳

正規職員

会計年度任用職員
(事業費に含む)

【重点化欄】
評価時点以降の事業の方向性から
◎：特に重点化必要事業（1つ以内）
○：重点化必要事業（1つ以内）
△：劣後化可能事業（1つ以内）
▲：特に劣後化可能事業（1つ以内）

拡充 × × Ｃ,Ｂ Ｂ,Ｃ Ｃ

維持 × × Ｂ Ａ ×

縮小 × × Ｃ × ×

休廃止 × Ｄ × × ×

完了 Ｄ × × × ×

完了 皆減 縮小 維持 拡大

コスト投入の方向性

成

果
の

方
向
性
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　◆評価◆

　◆改善提案◆

○

○

件数 件数

0 0

評価の視点 左欄に掲げる評価の視点から、基本事業の意図を達成するにあたって、どのような問題点を読み取ることができるか。

基本事業の「意図」を適切に数値化した指標になっているか？目標値の設定は適切か？また、実績値をどう考えるか？

営繕工事・設計業務受託件数の指標設定は、営繕業務の意図である市有施設整備をどの程度行っているかが
量的に分かる一つの指標として適切である。ただし、年度ごとに事業数のバラつきがあるため、目標値設定が困
難である。実績値としては、毎年40件以上の件数があり、営繕業務の必要性の高さが読み取れる。

基本事業の「意図」を達成するため、事務事業は必要な事業のみか？（過不足がある場合は、改善提案に記載する。）

市民等の施設利用者が市有施設を安心、安全に利用できるように営繕工事は必要である。そのため、妥当な事
業である。

事業に対する民間（市民、企業、ＮＰＯ）との役割分担や市の関与の仕方は適切か？
市有施設の設計業務や営繕工事を行うため、行政（市）が実施主体となるのは適切である。

新規に実施する事務事業名 事業の概要

表面の「基本事業を構成する事務事業」の重点化欄で、◎、○、△、▲を選択した理由、また上欄の新規事業を実施する効果等を記述

改善のため休廃止する事務事業名 休廃止する理由

改善の方向性（具体的な改善提案）を記述（改善内容、始期、終期等） 5年度左欄に記入した改善提案(上)とその実施状況(下)

行政改革大綱推進項目

改善により見込まれる効果、住民への影響に対するフォロー
研修を受けることにより、職員の技術の向上が期待できる。また、既存設計図書等の電子データ化により、既存資料の減量化と更なる活用
が期待できる。これらを行うことで、より適切な改修方法で市有施設の維持管理を行うことができ、市民等が安心、安全に施設を利用する
効果が期待される。

基本事業執行責任者 電話番号
（ 担 当 課 長 名 ） 0494-26-6869

基本事業指標の分析

基本事業を構成する
事務事業の妥当性

実施主体の妥当性

予 算 を 伴 わ な い
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

小中学校の校舎や体育館における大規模改造工事の現場打ち
合わせに若手職員の出席を促し、営繕工事に関する知識の向上
及び技術の継承を図る。

県などが実施する研修会に市職員が参加して、営繕に関する技
術及び建築知識の習得を図る。

各種研修会等へ積極的に参加し、目標値を達成すること
ができた。今後も技術及び知識向上のため、更なる参加
者数の向上に努める。

改善
状況

予 算 を 伴 う
短期的(1～2年)に
取り組む改善提案

外部団体で実施する有料の研修会に参加し、最新の建築に関す
る情報や技術を習得する。

外部団体で実施する有料の研修会に参加し、最新の建築に関す
る情報や技術を習得する。

一般財団法人日本防火・防災協会が実施した講習会に
参加し、職員が甲種防火管理者の資格を取得することが
できた。引き続き同様の改善提案とし、技術及び知識向
上のため参加者数の向上に努める。

改善
状況

中長期的(3～5年)に
取 り 組 む 改 善 提 案

各種建物図面や資料等の電子データ化について引き続き検討す
る。

各種建物図面や資料等の電子データ化について引き続き検討す
る。

令和6年度は既存電子データの整理を継続して行い、設計時に
利活用しやすい環境の維持管理に努めた。情報政策課とも連携
し、書類の整理と電子データ化への検討を継続する。

6-1-(3)
行政のデジタル化

デジタル化導入数
7-1-(1)
事務及び人事の効率化・適正化

PPP・PFI・包括外部委託等導入数

大野　真吾

Action

356
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